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「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成21年12月8日公表）

＜金融対策＞（３）中小企業等に対する金融の円滑化等
「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」
を年末の資金繰りに対応できるよう施行するとともに、その他の措置とあわせ、
中小企業等に対する金融の円滑化を図る。

• 金融担当大臣談話公表、関連業界団体への協力要請文発出（12月4日）

• 金融担当大臣出席の下、金融機関代表者等との意見交換会を開催し、中小企業等への年末金融の円滑化を要
請（12月10日）

• 中小企業・住宅ローンの借り手への積極的な広報〔パンフレット作成・配布、新聞広告〕

• 全国各地で中小企業、金融機関向け説明会を実施（年末までに、地方ブロック11箇所、都道府県47箇所で開催

済）

• 条件変更対応保証制度の開始（12月15日）

• 改定検査マニュアル（1月29日）、改定監督指針等（2月12日）にかかるQ&Aを公表

• 金融円滑化ヒアリングを実施（1月下旬～3月上旬）

• 中小企業金融円滑化法の実施状況等に関する検査を開始（2月～）

• 総理・金融担当大臣出席の下、金融機関代表者等との意見交換会を開催し、中小企業等への年度末金融の円滑
化を要請（3月2日）

平成21年12月4日、中小企業金融円滑化法施行
（金融機関の体制整備義務については、平成22年2月1日施行）

同日、検査マニュアル、監督指針を改定
その他の措置



主要行における貸付けの条件の変更等の実施状況（平成22年2月末時点）

○債務者が中小企業者である場合

○債務者が住宅資金借入者である場合

（注1）主要行（９行：三菱東京UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行、みずほ銀行、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、

三井住友銀行、りそな銀行、住友信託銀行、中央三井信託銀行）が中小企業金融円滑化法に基づく開示に先行して

公表した資料より集計。

（注2）申込みのうち、実行又は謝絶に至っていない案件は、審査中であるか又は債務者が申込みを取下げたもの。
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（注） （ ）内は平成21年12月末時点（経済対策検討チーム第6回会合提出資料）

（注） （ ）内は平成21年12月末時点（経済対策検討チーム第6回会合提出資料）



中小企業等に対する金融円滑化対策の総合的パッケージ中小企業等に対する金融円滑化対策の総合的パッケージ

金融機関（注）は、中小企業又は住宅ローンの借り手から申込みがあっ
た場合には、貸付条件の変更等を行うよう努める。

（注）銀行、信金・信組・労金・農協・漁協及びその連合会、農林中金

・金融機関の責務を遂行するための体制整備。

・実施状況と体制整備状況等の開示。（虚偽開示には罰則を付与。）

・法律の施行に
併せて、検査マ
ニュアル、監督
指針を改定。

・中小企業融資・
経営改善支援へ
の取組み状況を
重点的に検査・
監督。

検査・監督上
の措置

・実施状況の当局への報告。（虚偽報告には罰則を付与。）

・当局は、報告をとりまとめて公表。

金融機関の努力義務

金融機関自らの取組み

行政上の対応

・政府関係金融機関等についても、貸付条件の変更等に柔軟に対応するよう努めることを要請。
・金融庁幹部が、中小企業庁等と連携し、全国各地の中小企業等と意見交換。
・金融機能強化法の活用の検討促進。

その他の措置

・信用保証制度の充実等。
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金融機関

中小企業・住宅ローンの借入者

・中小企業金融円滑化法の実施状況等
に関する検査（２月～）

当局への報告

・条件変更等の実績
・体制の整備状況
・謝絶理由

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成21年12月８日公表）

＜金融対策＞（３）「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」を年末の資金繰りに対応でき
るよう施行するとともに、その他の措置とあわせ、中小企業等に対する金融の円滑化を図る。

・金融円滑化ヒアリング(1月下旬～3月上旬)

中小企業等金融円滑化法に基づく検査・監督上のフォローアップ体制

大臣目安箱
金融円滑化ホットライン

利用者相談室

・必要に応じ監督上の対応

苦情・相談 ・金融機関の条件変更等の実績を集計・公表

・定期的に条件変更等の実績を公表

貸付条件の変更等による金融の円滑化

中小企業金融に
関するアンケート

検査局・監督局 政務三役
検査・監督の実施状況を報告

金 融 庁



金融庁「予算監視・効率化チーム」の業務体制等の概要

予算監視・効率化チーム（平成22年2月26日設置）

「予算監視・効率化推進グループ」
（グループメンバー：担当室長等）

チームリーダー ：副 大 臣
サブリーダー ：大臣政務官

チームリーダー
会 合

国
民

金融庁
国民の声

情報開示
の充実

・事務局長：総括審議官（官房担当）
・チームメンバー（各局総務課長等）

事務局

外部有識者
（2名委嘱）

チームのアドバイ
ザーとしての役
割を担う(指針）

助言

推進実務体制の整備

（全府省）

「契約監視委員会」
等

「予算監視・効率化チーム」の業務
① 予算執行計画の策定 ⑦ 取組み結果の予算要求への反映
② 予算執行計画の進捗管理と自己評価の実施 ⑧ 予算執行の情報開示の充実

③ 予算執行上の重要な決定についての事前審査
④ 行政事業レビュー
⑤ 予算執行に関する国民の声の受付け・対応、改善への取組み
⑥ 予算執行の効率化等に向けて職員の参画や意識の向上を図る取組み

(横断的な推進）

「予算執行計画」
の策定・推進等
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